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【柴 田総務研究官 】孔所長 の御来 日を契機 に、政策 研 と貴 研究所 の間
の協 力関係 を持つ 覚え書 きを交わす こ とがで きました。あ らゆる分野
で 日中関係 が深 ま っている中で 、この政策研 究 とい う分野 で も協力が
で きることは 、ま ことに喜ば しいことです 。
【孔 〕 これか ら、両機 関の関係 を緊密な もの としていきま しょう。政
策研 は 、とて も興 味深 い レポー トを多 く出 しています 。研究 中心 と政
策研 は共通 の問題意識が多 いよ うに思い ます 。
【柴田】孔先生 は過去3回 ご来 日にな ってい ますが 、政策研 に来 られ
たのは これが始め てで い らっ しゃい ますね 。初 めに 、研究 中心 につい
て簡 単 にご説 明い ただ けますか 。
【孔〕研 究中心 は1982年 に設立 され 、科学技術政 策についての研究 を進めて きました 。現 在は 、
科学 技術 と社会 との関係や環境問題 、地域開発 についても研究 を広げてい ます 。ス タッフは研 究所
全体で120名 程 います 。そ の中で研究者 は70名 程 です 。
【柴田】中国は非常 な変革期 にあ って 、科 学技術 に対 する期待 も大 きい と聞い
て います 。中国の科学技術振興の基本的な理念は何で しょうか 。 日本では 、科
学技術会議 が基本 的な国の政策の方 向性 を決めているのですが 。
【孔】端 的 にいえば 、経済の発展 に寄与す るとい うことです 。1980年 代半
ば以降か らとくにこの ことが強 く意識 され 、成 功をお さめてい ます 。
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そのや り方 と しては 、例 えば 、科学者や技術者が企業 に行 って 、外 国か らの技術導入や 開発 に援
助す ることがあ ります 。研究機 関は都市部 に集 中 してお り、地 方の企業 は研究能力が不足 して いる
ので 、地 方企業 が科学 者や技術者 を高給 を払 って招 くとい うよ うな ことが み られ ます 。分野 と して
は航空宇 宙 、新 素材 、バイオテ クノロジー 、コ ンピュー タソフ トな どでは特 に科学技術 のサポー ト
が重要です 。
【柴田】 中国の科学技 術にお いて 当面重要 とな ってい る課題 は 、具体 的にはどの ような もので しょ
うか 。
【孔】中国で今 、最 も問題 とな っているの は、科学技術の成果 を産業化 、工業化す ることを、どの
よ うにしてスピー ドア ップす るか という点です 。これ について 、私 は レポー トをまとめて政府 に提
出 してい ます ので 、そ れに基づ いてお話 したい と思い ます 。
第～の課題 は 、マネージメ ン トの問題です 。現在 、国内の各 行政委 員会や各省庁が 、色 々な活動
を行 ってい ます が 、そ の中には、同 じよ うな課 題が少なか らず あ り、無駄 な研究投資 となってい ま
す 。これ らを整理 して 効率化 を図 ることが必要 です。
〔柴田】 日本において も各省庁の独 自性が強 く、調整 は大変です 。どこの 国で も官僚制 は強い もの
ですね 。
〔孔】第二 の問題 は、計画経済 と市場経済の間 をどのよ うに結 びつ けるか です 。科学技 術を両 者の
間で 、結 びつけるメカニズムが重要です 。
第三は 、科学技術の重要性 につ いての認識が低い ことです 。聾 小平 氏をは じめ指導部 は 、科学技
術の重要性 を強 く認識 してい ますが 、地 方の指導者まで徹底 してお らず 、国全体 と しては認識 が十
分でない面 もあ ります 。
第四に 、研究 開発投資が少ない 。GNPに 対 して研究 開発投資はわずか に0.72%に 過 ぎませ ん。
私 は毎年 この比率 を増やすよ うに指摘 してい ますが 、日本は今 はどうですか?
【柴田】今 は3%で す が、10年前 は2%ぐ らいで したか ら、中 国も今後比率は増加す る ことになる
で しょう。 目下 、政府 の科学技術 関係予算を早 急 に倍増 させ るべ き と提唱 してい ます 。 しか し、 日
本 もなか なかす ぐには予算が増え ない状況です か ら、同 じ苦労があ るようですね。
〔孔】第五 に、研究者 の流動性が 少ない 。もし、研究所 を移 ろ うとす る研究者が いても、簡単 には
い きませ ん 。その大 きな障害 は住宅事情です 。中国では国が安 く住居 を手当 しているので 、移 ろう
と思 って も移 り先での住居 を見つ けなければ彼 は移 れないのです 。また 、補充す る研究者 の住居 も
うまく確保 できるとは 限 りません 。
第六に 、企業 はあ ま り科学技術 の必要性 に気 づいていません 。十分儲 か っている企業 は 、当分こ
の ままで事業が うま くい くと考え ます 。また 、赤字 に陥 ってい る企業では 、科学技術 に投資す る余
裕 はあ りません 。概 して、国営企業はあ まり科学技術 を必要 と していないが 、地方 のプ ライベー ト
の中小企業で は科学技術 の必要性が高いよ うです 。
第七 に 、技術導入 に関するマネ ジメ ン トです 。多 くの技術を導入 してい ますが 、重複が多いので
す 。カラーテ レビ技術 を日本か ら導入 していますが 、生産工場 が120も あ り、年 に1,000万台以上
生 産でき ます 。需要は年500万 台程なので 、それ に比べて生 産能力が過 剰です 。技術導入の重複
を防 ぐマ ネジメ ン トをす るべ きなのです 。
第八 に、科学技術振 興のための法律の整備です 。
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【柴田】中国は市場経 済に移行 しっっある と聞 きます が 、現状 はどのようなもので しょうか。
【孔】中国では 、目下 、国営企業 を活性化 させ るのに、株式会社 に移行 させっっあ ります 。しか し、
自由主義 国 と異 な って 、民間 にすべての株 式を開放す るのでは な く、一部 を国家が保有 し続 けるこ
とにしてい ます 。いわ ば、公有企業(PublicOwnedCompany)という形態を指向 しています 。株 式を
すべ て国有 にす るの と、完全 に民間 に売 り払 って しま うのとの 、中間の形 態 といえるで しょう。こ
うい った形 で、国内に大 きな経済的不平等が起 きるこ とを防 ぎ、社会主義 市場経済 を実現 しよ うと
しているのです 。
【柴 田】是非 うま く行 き、競争 と協調が両立す るよい 見本 にな っていただ きたい と思い ます 。
日本で は、国鉄のよ うな ものを民営化 しています 。完全 にマーケ ットメカニズム に任 してい るわ
けです 。中国の ように国が指導力を維持 しなが ら、市場メカニズムの効果 を生かす とい うには 、大
変むずか しいが 、新 しい試み のよ うに思い ます 。
ところで これ まで中国は 自国の技術開発 を大切 に していたよ うな印象が あ ります 。そ うい う点か
ら します と、外 国か ら技術 を導入す るとい うことについては 、中国では どのよ うに受け とめ られる
ので しょうか 。
【孔】確 か に文 化大革命 当時 は、外 国の文物 に対 して閉鎖 的な政策 をとってい ま した 。 しか し、
14、5年 前 か ら国際 的に開放 を進 める政策を とってお り、技術導入は最 も重要な政策 です 。です
か ら、その点について は 、過去 とは完全に変 わ ってい ます 。
【柴田】環境問題が地球 的な規模で急迫 した問題 にな ってい ます 。中国は環境 問題 につ いてどのよ
うな役割 を果 た してい るで しょうか 。
【孔 】中国では 、人 口抑制 と環境保護が2つ の重要 な問題 とな ってお り、科学技術 によ る解決が必
要 です 。12億 トンの石炭 を中国 はエネル ギー 源 として使 ってお ります 。環境汚染防止技術が必要
ですが 、資金 、技術 とも不足 してい ます 。
去年 、中 日間で この問題 について共同プ ロジ ェク トが始 まってい ます 。
【柴 田】 これ までの 日中間の科学 技術協力 にっ いては どのよ うにお 考えですか 。
【孔】 日本 は一人当た りGNPな どの指標が示す とお り、経済 大国です 。中国 は発展途上国ですが 、
大 国であ り、1,000万人の技術者 、100万 人の科学者が います 。国の研究 機関が5千 カ所 、地方政
府 の研究機関が5千 カ所 、企業 の研究機関が7千 カ所 、合計1万7千 カ所 あ ります 。科学技術のポ
テ ンシャルは高いのです 。中 日の科学技術協力 にはたいへん大 きな可能性があ ると思い ます 。
しか し、 日本では東南アジアへ の技術移転は 問題がないが 、中国 には気 をつけなければな らない
ということを言 うよ うな人が いる と聞きます 。中国が 日本のノウハ ウをす ぐ身 につけて しまうと思
ってい るようです 。
技術協力 を円滑 にす るため には、中 日双方 にメ リッ トがある ことが重要です 。中国は大 きな市場
もあ り、日本企 業 には大 きな機会 を与 えることがで きます 。い くつか の分野では 、良い協力関係が
築け るで しょう。
【柴田】先程のお話しのように孔所長は、政府に報告書を提出されるほど立派な政策研究をされて
います。同じ政策研究をしている私達の研究所では覚え書きも取り交わしましたので、今後より良
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い協力関係 を築 きたい と思い ます 。それで は 、長 い時 間にわた りお話 を伺 い まして 、ど うもあ りが
とうございま した 。
(メモ)孔 徳涌(KongDeyong)
中国科学技術発展促進研究中心 所長
1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○研究会等/ResearchMeetings
・ 「社会系科 学技術 の開発 ・普 及のあ り方 に関す る研究会」 の第4回 会 合を2月21日 に開催 し
た 。この研究 会は 自然エネルギ ー 、環境や福祉な ど将来の安 全 ・保障の確保 に係わ る科学技 術を
「社会 系科学 技術」 と呼び 、特 に開発 ・普及の遅れている 、進 まない科学技術 に関 し概念整理を
行い 、事例研 究を含 めその開発 ・普及を阻害 してい る要因の構造 的把握 とそれ に基づ く開発 ・普
及施 策の体 系的な提 示を行お う とす るものであ る。
○講演 会等
2/14(月)「 ア ミューズ メン トか らマルチメデ ィアの研究 開発 へ」
佐藤秀樹((株)セ ガ ・エ ンタープラ イゼ ス常務取締役)
[講演要 旨]
セ ガは 、 「衣食住か ら遊へ」 あるいは 「物 質 による満足か ら心 の幸せへ」 とい う時 代の流 れを
とらえて 、ア ミューズ メン ト ・セ ンターおよび家庭 用テ レビゲー ムの市場 を世界中に開拓 して き
た 。 「知 的創造で社会 に貢献」 「先進技 術で時代 の先取 り」 という経営理念の もとに 、ソフ トウ
エ アを創造 し、ハー ドウエ アの先進技術 を駆 使 して市場創造 型の ビジネスを展 開 したのであ る。
まず 、ア ミューズメ ン ト・セ ンターで客 と心 の駆け 引 きがで き、お金がい っぱい入 るゲーム をつ
くるノウハ ウを積 み上げた 。そ して 、それを家庭用 に展開 したのである 。最近で は、マルチ メデ
ィアへ のアプ ローチ も考えなが ら32ビッ トの家庭用 ゲーム機 を開発 した り、通信やバーチ ャル ・
リア リテ ィの研究開発 も着実 に進めている。 しか し、これか らのゲームは映画や音楽 を組み合わ
せたよ うな もの にな り、この分野 でも米 国が 力を増 して くる恐れがある。
?
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2/24(木)「 半導 体産業 と共 同研究」
小宮啓義(三 菱i電機(株)ULSI開発研究所長)
[講演要 旨]
半導体の出荷量 は1985年に 日本が米国 を抜 いたが 、1993年には再び米 国の 出荷量が 日本よ りも
多 くな った。 日本が米 国を上回 ったのは 、1976年に通産省主導の もとに 日本の半導体 メーカーな
どが参 加 して発足 した超LSI技術 研究組合 の製造装置や材料の研究 開発の影響が大 きい 。そ して最
近 、米 国が 日本 を追 い抜 いたの は、1987年に米国の半導体メー カーおよび システムメーカー十数
社が設立 した半導体製造技術組合(SEMATECH)が大 きな役割 を果た してい る。当初 、このSEMATECH
は失敗 だ った と言われていたが 、1990年に研 究方針 をLSIデバイスそのものの開発か ら、製造 装置
などの要素技術の開発 に変更 した ことによ って著 しい成果 をあげ ている 。開発 費が 巨額 にな った
今 日、半導体の王道 を民間企業の主導の もとに共 同で開発 していかなければな らない。
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H.研 究 ノー ト/ResearchNote
平成4年度の技術貿易収支比率について
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第3調査研究グルーフ。 特別研究員 山中 隆史
1.はじめに
技術貿易収支統計は、一国の技術水準や研究開発活動の水準を示す重要な指標の1つである。わ
が国の技術貿易収支統計として、総務庁統計局作成の 「科学技術研究調査報告」(以下、総務庁統
計と呼ぶ)と 日本銀行国際局作成の 「国際収支統計」(以下、日銀統計と呼ぶ)の2つ が存在する。
しかし、総務庁統計はわが国の研究開発活動の実態把握に主眼が置かれているのに対し、日銀統計
は外国為替の管理に主眼が置かれているといった調査目的が違うため、両統計は調査方法、調査範
囲等が異なっている。そのため、双方とも技術貿易収支を取扱いながら、技術輸出額 ・技術輸入額
のデータに大きな相違がみられる。この問題について、当研究所では既にrわが国の技術貿易統計』
において、 「技術」のフローをより的確に把握する上で必要な技術貿易の対象範囲を決定し、両統
計の相違に関する3つの要因をもとに定量的に分析する方法を提唱し、平成3年度の収支比率(技
術輸出額/技術輸入額)を0.6前 後と試算した。本件は、同様の手法を用いて、平成4年 度の収
支比率を試算するものである。
2、平成4年度の技術貿易収支比率について
(1)平成4年度の技術貿易収支
平成4年度の両統計の技術貿易収支は次表のとおりであり、両者のデータの間にはかなりの差
が生じている。
平成4年度技術貿易収支
技術輸出額 技術輸入額 収支比率
総務庁統計 3,777億 円 4,139億 円 O.91
日銀統計(*注) 4,024億 円 8,896億 円 O.45
(*注)日銀統計 のデー タをインターバ ンク中心相場終値 月中平均 レー ト(1$ニ124.8円)で換 算 した値
(2)両統計の定量的検討
両統計の相違に関する3つの要因について、定量的検討を試みた。(試算方法は参考参照)
要因① 「卸売業 、小売業 、飲食業 、金融 ・保険業 、不動産業及びサービス菜箸が総 務庁統計
の調査対象か ら除外 されている」要 因
試算結果:2,537億 円 →総務庁統計の技術輸 入額 に加え られ るべ きもの
要因② 「プラント輸出に伴うノウハウや産業上の技術指導の対価が日銀統計から除外されて
いる」要因
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試算結果:416億 円 →日銀統計の技術輸出額に加えられるべきもの
要因③ 「商標に関する譲渡、使用権の設定の対価が日銀統計に含まれている」要因
試算結果:1,183億 円 →日銀統計の技術輸入額から除かれるべきもの
(3)平成4年度の技術貿易収支比率の試算結果
平成4年度の試算結果をまとめると以下のとおりであり、平成4年度の技術貿易収支比率は
O.6前後と推計される。
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3.まとめ
試算結果が示すように、わが国の技術貿易は依然として入超が続いているが、対照的に商品貿易
の大幅な黒字は、わが国をめぐる貿易摩擦を深刻なものとしている。国際競争の舞台が貿易から技
術にも拡がってきている時代において、わが国の 「技術貿易収支比率」を的確に把i握する必要性が
今後益々高まってくるであろう。より精度および信頼性の高い収支比率にするため、手法の改善を
試みていきたいと考えている。
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【参 考 】
各要 因の試算方法は 、以下 の とお りであ る。
要 因① 全 産業 の新規技術導入件数 に占める卸売業 ・小売業等 の新規技術導入件数の比率
(平成4年 度38.0%)を 用 いて算 出 した 。
(平成4年 度 全産業新 規導 入件数3,224件、卸売業 ・小売業等の新規導入件数1,224件)
総務庁統計対象産業
62.0%
(輸入額4,139億 円)
卸売業 ・小売業等
38.O%
[4,139億円 ÷0.620×0.380≒2,537億円]
要因② プ ラン ト輸出契約額 に 占めるfエ ンジニ ア リング」の価 格構成 費が2.3%と して
算出 した 。
但 し、プ ラン ト輸 出統計 は成約ベー スのため 、実 際の支払 は3年 ほど遅れる 。平成
4年 度の試算には3年 前の平成元年 度の輸 出額(18,io5億円)を 用い て算出 した 。
[18,105億円 ×0、023≒416億 円]
要因③ 商標 の平 均単価支払額(43百万円/件)と 商標の 契約件数(2,750件)を用 いて算 出
した 。
但 し、契約件数 は商標の新規 技術導 入件数(平 成4年 度625件)に 商標の平均契約
年数(平 成4年 度4.4年/件)を 乗 じた ものである。
[O.43億円 ×2,750件 ≒1,183億 円]
【参考文献】
胡 卓三1纏輪纏縫騨議纏 曇羅量的蘭呈彌 司
III.その 他/OtherTopics
??
1月19日(水)～1月2i日(金)
「平成5年 度科学技術フ ォーラム」 に参加 して
第3調査研究グループ特別研究員 具 本'梯
平成5年 度科 学技術 フ ォーラムが1月19日か ら1月21日まで静 岡県 の浜名湖 ロイヤルホテルで 開催
された 。今回の フォー ラムのテー マは、 「自然科学 と人文 ・社会科学 とのパー トナー シ ップ ー科学
技術は人類 に何 をな しうるか一」 だ った 。学界 ・産業界 ・言論 界など異な る分野の専門家 によ る活
発な討論があ った 。その討論 を通 じて、関連分野 に関する理解 を深 めるとともに、新た な科学技術
政策のヒ ン トを得 るこ とが できる と考え られる 。
今回のフ ォー ラムの 中には、地球環境 、南北 問題 、日本 的科学技術の新理念な どと関連する5つ
の分科会 があ って 、私 は 「南北問題の解決 に向けて一科学技術 は何 をな し得 るか」 とい うテーマの
第2分 科 会に参加 した 。その分科会 には当研究所 の丹羽先生 、木場上席研究官 とともに、中国か ら
孔徳涌科学技術促進発展研究 中心所長等が参加 し、開発途上国の人 口問題 、南北格差解 消 、技術移
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転及び環境問題 について先進 国 と開発途上 国の立場か ら色々な意見が出て きて、将来 、南北問題の
解決方策の樹立 に大い に参考 にな った。特 に、最終 日(1月21日)には、第1分 科 会(地 球環境)メ
ンバー と一緒 に地球環 境問題 の深 刻 さにつ いて討論 した。
討論の 内容 として 、印象 的な内容 をい くつか紹介 してみる と、人 口問題 に関 して 、中国の経験 に
基づ き、経済成 長 とともに所得増 と教育水準の 向上が人口問題 の解 決に役立 った と言われ る。南北
格差の縮 小のため には 、開発途上 国は天然資源や在来 技術を最 大限活用 しなが ら、先進 国の技 術を
選択的に導入す るのが重要 な政策 ポイン トで 、この観 点か らみ る と、先進 国科学者 との協同作業を
通 じて 、開発途上 国の環境や 開発段階 に合 う技術開発 を推進 しなければな らない と考え られる。 ま
た 、南北 問題 の根本的解決方策の1つ は 、南北間の緩和 された形 の戦争で あるか も知 れない とい う
見解 も出ていた 。
最近 、円高によ って 中国や東南 アジアの中心 と して 、日本企業の直接投資が増える一 方で 、日本
の中 には、1980年代の米 国の ような空洞化の恐 れがあ るが 、現地工場の核心工程 はロボ ットな どに
よ って 、自動化 され 、いわゆ る技術のブラ ックボ ックス化現象が 目立つ 。その結果 、対 開発途上 国
技術移転 にお けるそ ういう形 の直接投資の有効性 に対す る様 々な意 見が提示 されているが 、今 回の
フ ォー ラムでも 、これ に対 してい くつかの疑問点が残 された ままで あった 。
最後 に、地球環境 と関連 、専門家の説 明 による と、問題解決 に向けて 、50年位 しか時 間が ない と
言 ってお り、環境問題の深刻 さを再三感 じた 。
私 は、 「韓国 におけ る先進 技術の習得過程」 という題 目で発表 した 。韓 国の場合 、欧米技術 と日
本技術の両方か ら学ぶべ きであるが 、日本技術 は 、欧米技術 と比べ ると、いわゆる暗黙知 的な特性
を含んで いるので 、あ る程度 日本技術を理解す るのに苦 しんでい る。将来 、その暗黙知 か ら形 式知
へ の変換がで きれば 、開発途 上国 にとって習得 し易 い技術 とな り、長期的 には 、人類共 同の資産 に
なる と考 えられ る。
最終的 に、今度の討論 を通 じて 、人類が 直面す る重大 な問題 の1つ である南北問題 に対す る理解
が深め られた ことは言 うまで もない 。しか し、第2分 科会の当初の 目標通 り純粋 な学問 として適切
な指針 を与 えるため には 、よ り大 きな力 を入れ なければな らない と考え られる。
(筆者は韓国科学技術処 総 合技 術協 力課長 。現在 、当研究所 に派 遣 され研究 中。この文 は、筆者
自身 によ る日本文の ままです 。)
科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テ ム 課)
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